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（１）アンケート調査の目的

①自治体アンケート調査の目的

・既往統計データでは得られない集落単位の人口動態、国土保全や地域資源、地域産業・経済、

生活サービス、地域コミュニティに関する実態の把握
・地域の存続・再生関連の施策への取組や社会実験への参画意向の把握

②ＮＰＯアンケート調査の目的

・九州で活動するＮＰＯ法人の組織・活動に関する実態の把握
・地域の存続・再生関連の施策への取組や社会実験への参画意向の把握

１－１. アンケート調査の概要

本調査は、集落単位での課題や地域の取組などを把握し、地域の存続・再生に

向けた支援のあり方等を検討する基礎資料とするため、九州圏の全ての自治体（２
５１市町村）にアンケートを実施した。

また、地域の新たな担い手として期待されるＮＰＯ法人に、その実態把握を目的と

して、同様にアンケートを実施した。

（２）調査概要

①自治体アンケート

・平成20年１月11日に、九州圏の全ての自治体（２５１市町村）に配布し、全回収（回収率100％）

②ＮＰＯアンケート

・平成20年１月11日に、九州圏の総務省内閣府及び県登録のＮＰＯ法人（２,６５９団体）※に配布し、
回収５２８票（回収率約２０％）

※地域の存続・再生に関連する活動分野として、「医療又は福祉の増進を図る活動」、「まちづくりの推進を図る活動」、

「環境の保全を図る活動」に該当するＮＰＯ法人（2659団体）を抽出した。
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■自治体アンケート分析手順

１－１. アンケート調査の概要

クロス指標
＜集落の人口動態＞
・集落人口規模（自治体
単位で計算）

・高齢化集落率（全集落
に占める高齢者率の高
い集落の割合）

＜集落の地理的条件＞
・集落機能の維持が最も
困難な集落から市町村
役場までの所要時間

＜県別の特性＞
・県単位

アンケート分析項目
＜全集落（自治体対象）＞
・集落の人口動態
＜集落機能の維持が最も困難となる集
落を対象（各自治体につき1集落）＞
（146自治体 146集落）

・集落立地分類
・国土保全・地域資源の保全の状況
・地域産業・経済の状況
・生活サービスの状況
・地域コミュニティ

地域の存続・再生
に向けての
施策取組等

＜施策の取組＞
・既往施策の実施状況と
効果

・取組実施の際の課題
・連携施策
・既往制度への要望
＜社会実験＞
・参画意向
・企画提案

単純集計

（３）アンケート分析
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クロス指標
＜ＮＰＯ法人の分野＞
・ＮＰＯ法人の活動登録
分野

＜ＮＰＯ法人の地理的条
件＞
・ＮＰＯ法人の活動エリア
による区分
(基幹都市,拠点都市、
生活中心都市,その他)

＜県別の特性＞
・県単位

アンケート分析項目
＜組織としての熟度＞
・組織の設立年
＜活動概要等＞
・活動エリア
・資金の支援
・情報発信
＜地域の存続・再生への取組＞
・活動内容
・活動の際の課題、地域資源

社会実験
＜社会実験＞
・参画意向
・企画提案
・その他

単純集計

■ＮＰＯ法人アンケート分析手順

１－１. アンケート調査の概要

（３）アンケート分析
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１－１. アンケート調査の概要

「集落機能」
・資源管理機能・・・水田や山林などの地域資源の維持保全に係る集落機能。
・生産補完機能・・・農林水産業等の生産に際しての草刈、道普請などの相互扶助機能
・生活補助機能・・・冠婚葬祭など日常生活における相互扶助機能

「集落」
・本調査における「集落」とは、一定の土地に数戸以上の社会的まとまりが形成された、住民生活の
基本的な地域単位であり、市町村行政において扱う行政区の基本単位である（農業センサスにおけ
る農業集落とは異なる）。

「消滅（無人化）した集落」
・「消滅（無人化）した集落」とは、当該集落内が実態として無人化し、通年での居住者が存在せず、
市町村行政においても、通常の行政サービスの提供を行う区域として取り扱わなくなった集落。

・財産管理上、住所は残しているケースもあるが、実態として当該集落内に生活の拠点を持ってい
る住民がいない場合は、「消滅集落」とみなす。

・集団移転による消滅、住民の自発的な転居等による自然消滅のいずれも含むが、空間的な移転
を伴わず集落機能の維持・再編成が行われた結果、旧来の集落名はなくなったものの実体として
当該地域に居住者が存在する場合は、消滅集落とはみなさない。

（４）用語の定義
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１－１. アンケート調査の概要

「集落の再編・統合」
・近隣の集落との統合・合併や全域的な行政区の変更、あるいは小学校区単位などでの新たな広域
的組織の設立、中心集落への周辺基礎集落の移転など、複数の集落が集落機能の維持のために
集落活動を行う枠組み（範囲）を再編成することを指す。

・行政的再編
近隣の集落同士の統合・合併や中心集落への基礎集落の吸収、全域的な行政区の見直しや
変更など、市町村行政において扱う行政区の区域を再編する場合を指す。

・機能的再編
近隣の小学校区単位などで複数集落が新たな広域的組織を形成し、集落機能の分担を図ったり、
複数集落で自治会を統合するなど、機能面での再編成を図る場合を指す。

・空間的移転
ダム建設等の公共工事による集団移転など、集落が空間的に移転した場合を指す。

（４）用語の定義
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項目
県別

5,049,908 66 4,180 1208

866,369 20 2,034 426

1,478,632 23 3,183 465

1,842,233 48 4,487 411

1,209,571 18 4,505 269

1,153,042 30 3,068 376

1,753,179 46 6,777 259

13,352,934 251 28,234 473九州圏

宮崎

熊本

大分

鹿児島

１集落当り
平均人口

福岡

佐賀

長崎

人口 集落数
自治体

（市町村）数

県別人口と集落数【問１】

・「県別人口と集落数」は、下表に示すとおりとなった。１集落当りの平均人口が最も高いのは、福岡県の
「1208人」となった。一方最も少ないのは、鹿児島県の「259人」、次いで大分県の「269人」となった。

■県別人口と集落数

※人口は平成17年度国勢調査を引用

１－２.人口動態
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集落人口規模※別自治体数【問１】
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■集落人口規模別自治体数 ■集落人口規模別自治体数（集落規模1000人未満）
カバー率約88.4％（N＝251－集落規模1,000人以上自治体29＝222）

１－２.人口動態

N=251

0~150 150~400 400~1000

集落人口規模（人口/集落数）

・分析にあたっては、集落人口規模が地域活動に影響を及ぼすという考え方に基づき、0～150（人／集落）、 150～
400（人／集落）、 400～1000（人／集落）の３つに分けた集計を行った。

※「集落人口規模」：各自治体の人口を集落数で割ったもの。
※集落がまとまりを持って地域活動をする理想的な戸数規模は、50世帯～80世帯とする見解（農村計画研究連絡会：中山間地域研究の
展開、養賢堂、1998）があることから、集落の維持が難しくなる集落世帯規模をその平均値の65世帯とし、九州（沖縄県除く）の平均世帯
人員が2.6（人／世帯）であることから（平成17年度国勢調査）、人口で約170人程度を区分の目安とした。

※0～1000（人／集落）で全回答の88％をカバーしている。
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N：自治体数

・各自治体が把握している集落の規模は、各自治体によって大きな差があり、おおよそ150～400（人／
集落）の範囲が多い。

集落人口規模（人口/集落数）
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小規模・高齢化が深刻な集落の数【問１・３・４・５】

・「小規模・高齢化が深刻な集落」として、「65歳以上人口50％以上集落数」、「 65歳以上人口70％以上か
つ20戸未満集落数」、「集落機能の維持が困難である集落数」は、下表に示すとおりとなった。

・小規模・高齢化が深刻な集落の数と割合は、鹿児島県が多く、次いで大分県となった。

■小規模・高齢化が深刻な集落

項目

県別

82 3 11
2.0% 0.1% 0.3%
17 1 7

0.8% 0.0% 0.3%
149 18 70
4.7% 0.6% 2.2%
205 28 43
4.6% 0.6% 1.0%
498 68 110

11.1% 1.5% 2.4%
151 22 15
4.9% 0.7% 0.5%
1,061 110 354
15.7% 1.6% 5.2%
2,163 250 610
7.7% 0.9% 2.2%

4,487

3,183

2,034

長崎

熊本

鹿児島

九州圏

4,505

3,068

大分

宮崎

28,234

6,777

集落数
65歳以上人口

50％以上
集落数

65歳以上人口70％
以上かつ20戸未満

集落数

集落機能の維持が
困難である集落数

福岡

佐賀

4,180

１－２.人口動態
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集落人口規模と高齢化集落①【問３・問４】

・各自治体の「高齢化集落率※」は、「集落人口規模」が小さいほど高くなる傾向がみられた。

■65歳以上人口50％以上の高齢化集落率 ■65歳以上人口70％以上20戸未満の高齢化集落率

※高齢化集落率：各自治体の全集落に対する高齢化が進
む集落（６５歳以上人口が５０％以上の集落、６５歳以上
人口７０％以上かつ２０戸未満の集落）の割合。

：集落人口規模150人未満 ：集落人口規模150～400人未満 ：集落人口規模400人以上～1000未満

×100
全集落数

高齢化が進む集落数

N=222 （N＝251－集落規模1,000人以上自治体29＝222） N=222 （N＝251－集落規模1,000人以上自治体29＝222）

高齢化集落率＝

N：自治体数

１－２.人口動態
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項目

県別 無し 10％未満
10％以上
20％未満

20％以上

指定あり 7 3 0 1
指定無し 41 11 0 3

合計 48 14 0 4
指定あり 3 3 0 0
指定無し 10 4 0 0

合計 13 7 0 0
指定あり 5 8 3 1
指定無し 6 0 0 0

合計 11 8 3 1
指定あり 6 10 2 5
指定無し 14 10 1 0

合計 20 20 3 5
指定あり 0 2 2 3
指定無し 2 6 3 0

合計 2 8 5 3
指定あり 4 5 3 2
指定無し 8 6 2 0

合計 12 11 5 2
指定あり 6 11 12 11
指定無し 0 3 3 0

合計 6 14 15 11
指定あり 31 42 22 23
指定無し 81 40 9 3

合計 112 82 31 26
九州圏

65歳以上人口50％以上の高齢化集落率

福岡

佐賀

長崎

過疎地域・

離島半島地域
※

熊本

大分

宮崎

鹿児島

項目

県別 無し 10％未満
10％以上
20％未満

指定あり 11 0 0
指定無し 52 3 0

合計 63 3 0
指定あり 6 0 0
指定無し 13 1 0

合計 19 1 0
指定あり 11 6 0
指定無し 6 0 0

合計 17 6 0
指定あり 15 6 2
指定無し 22 3 0

合計 37 9 2
指定あり 5 2 0
指定無し 5 6 0

合計 10 8 0
指定あり 10 4 0
指定無し 13 3 0

合計 23 7 0
指定あり 19 21 0
指定無し 1 5 0

合計 20 26 0
指定あり 77 39 2
指定無し 112 21 0

合計 189 60 2
九州圏

熊本

大分

宮崎

鹿児島

福岡

佐賀

長崎

65歳以上人口70％以上20戸未満の高齢化集落率過疎地域・

離島半島地域※

集落人口規模と高齢化集落②【問３・問４】

■65歳以上人口50％以上の高齢化集落率 ■65歳以上人口70％以上20戸未満の高齢化集落率

※「過疎地域・離島半島地域」：過疎地域自立促進特別措置法に定める過疎地域、離島振興法指定地域、奄美群島振興開発特別措置法、半島振興法指定のい
ずれかに指定される地域

N=251N=251

N：自治体数N：自治体数

１－２.人口動態

・各県別、過疎地域別、離島・半島地域※別にみると「65歳以上人口50％以上の高齢化集落率」が10％以

上ある自治体が鹿児島県で多い。

・「65歳以上人口70％、20戸未満の高齢化集落率」が10％以上の自治体が熊本県にはあったが、鹿児島

県にはなかった。
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集落数

昭和60年以降無人化した集落
10年以内に消滅する可能性のある集落
いずれ消滅する可能性のある集落

昭和60年以降消滅（無人化）・将来消滅（無人化）の可能性のある集落【問６・問８】

・「昭和60年以降に消滅（無人化）」、あるいは「今後10年以内に消滅（無人化）」 、または「いずれ消滅
（無人化）」の可能性のある集落は、集落人口規模400人未満の比較的小規模な集落で、全体の約8割
以上となった。また分布状況をみると、いわゆる離島・半島、過疎地域などの条件不利地域に多くみら
れた。一方で、過疎地域自立促進特別措置法・離島振興法などの指定外地域においてもみられた。

■「昭和60年以降消滅（無人化）」、「今後10年以内消滅（無人化）」、

「いずれ消滅（無人化）する」可能性のある集落
■消滅（無人化）の可能性のある集落の地域分布

集
落
人
口
規
模

N=251

150人未満

150人以上
400人未満

400人以上
1000人未満

1000人以上

集落人口規模400人未満の場合の合計

「昭和60以降消滅（無人化）」：35集落（81.4％）
「今後10年以内消滅（無人化）」：67集落（94.4％）
「いずれ消滅（無人化）」：281集落（94.3％）

過疎地域自立促進特別措置法に定める
過疎地域

離島振興法指定地域
奄美群島振興開発特別措置法指定
半島振興法指定

１－２.人口動態

項目

　集落人口規模

36 45 230

7 26 68

43 71 298

過疎振興
エリア内

昭和60年以降消
滅(無人化)した

集落

10年以内に消滅
(無人化)する可
能性のある集落

いずれ消滅(無人
化)の可能性の

ある集落

過疎振興
エリア外
合計

項目

　集落人口規模

集落数 20 47 161
自治体数 8 13 25
集落数 15 20 120

自治体数 8 13 30
集落数 7 3 10

自治体数 4 3 4
集落数 1 1 7

自治体数 1 1 4
集落数 43 71 298

自治体数 21 30 63

昭和60年以降
消滅(無人化)した集落

10年以内に消滅(無人化)
する可能性のある集落

いずれ消滅(無人化)の
可能性のある集落

1人以上
150人未満
150人以上
400人未満
400人以上
1000人未満

1000人以上

合計

昭和60以降消滅（無人化）した集落
今後10年以内に消滅（無人化）する可能性のある集落
いずれ消滅（無人化）の可能性のある集落

N：アンケート回答全自治体数
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昭和60年以降消滅（無人化）・将来消滅（無人化）の可能性がある集落【問６・問８】

・「昭和60年以降に消滅（無人化）」した集落、あるいは「今後10年以内に消滅（無人化）」、または「いずれ
消滅（無人化）」の可能性がある集落数は、鹿児島県が最も多く、特に「いずれ消滅の可能性」がある集
落で156集落と多くみられた。

項目

県別

集落数 5 4 11

自治体数 3 4 4

集落数 0 3 6

自治体数 0 2 3

集落数 6 1 16

自治体数 3 1 7

集落数 3 5 37

自治体数 3 5 10

集落数 3 6 58

自治体数 2 2 7

集落数 5 2 14

自治体数 2 2 6

集落数 21 50 156

自治体数 8 14 26

集落数 43 71 298

自治体数 21 30 63

鹿児島

九州圏

長崎

熊本

大分

宮崎

いずれ消滅(無人化)の
可能性がある集落

昭和60年以降
消滅(無人化)した集落

10年以内に消滅(無人化)
する可能性がある集落

福岡

佐賀

１－２.人口動態
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38

17

5

5

8

3

0

0

69

18

8

6

14

5

6

12

34

2

7

3

3

3

2

14

5

0

0

1

0

4

0 20 40 60 80 100 120 140 160

九州圏

鹿児島

宮崎

大分

熊本

長崎

佐賀

福岡

県
名

100

25

14

7

18

5

8

23

46

12

6

7

8

6

7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

九州圏

鹿児島

宮崎

大分

熊本

長崎

佐賀

福岡

県
名

今後10年以内に集落機能の維持が最も困難となる集落【問10】 【問14】

・今後10年以内に「集落機能の維持が困難となる集落がある」と回答した自治体は、251団体のうち、146
団体となり、全体の58.2％（146／251自治体）を占める。

・今後10年以内に「集落機能の維持が最も困難となる集落」の68.5％（100／146集落）は、30分以内で市
町村役場に到達できる距離にある。

■「集落機能の維持が困難となる集落がある」
と回答した自治体数

■集落機能の維持が最も困難となる集落から市町
村役場までの所要時間

n=146

自治体数

N=251 （回答146）

1～150人未満 150～400人未満 400～1000人未満 1000人以上 30分未満 30分以上

自治体数

※N：自治体数

※「最も困難な集落」：各自治体が今後10年以内に集落機能の維持が困難になると回答した集落のうち、最も困難となる集落。

n：「最も困難な集落」数

１－２.人口動態
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65

14

10

4

16

4

3

14

23

8

1

4

3

2

1

4

15

5

2

3

2

1

2

0

17

7

1

2

3

0

0

4

26

3

6

1

2

4

2

8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

九州圏

鹿児島

宮崎

大分

熊本

長崎

佐賀

福岡

県
名

17

48

8

15

4

11

8

9

9

17

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

30分以上

30分未満

市
町

村
役

場
か

ら
の

所
要

時
間

4

10

25

26

4

3

14

2

3

5

5

2

7

7

3

0

2

3

10

11

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20％以上

10％以上20％未満

10％未満

無し

高
齢

化
集

落
率

4

19

29

13

0

3

13

7

0

1

6

8

1

2

6

8

0

9

15

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1000人以上

400～1000人未満

150～400人未満

150人未満

集
落

人
口

規
模

「最も困難な集落※」の集落人口の減少率【問11】

・自治体の「集落人口規模」が１５０人未満と小さいほど、また「高齢化集落率」が１０％以上と高いほど「最
も困難な集落※」の集落人口の減少率※が高くなる傾向がみられた。

・また、 「最も困難な集落※」で 「市町村役場までの所要時間」が３０分を超えるところでは、集落人口の減

少率※がやや高くなる。

■集落人口規模 ■市町村役場までの所要時間

■県別

0～30%程度 30～50%程度 50%以上 ほぼ消滅 分からない

n=146 n=146

■高齢化集落率 n=146 n=146

集落人口減少率

※「最も困難な集落」：各自治体が今後10年以内に集落機能の維持が困難になると回答した集落のうち、最も困難となる集落。

※集落人口減少率：「最も困難な集落」における現在（平成20年１月）から今後10年以内の人口減少の見込み。

市
町

村
役

場
ま

で
の

所
要

時
間

n：「最も困難な集落」数

１－２.人口動態
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1
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1

1

4
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1
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

九州圏

鹿児島

宮崎

大分

熊本

長崎

佐賀

福岡

集落数

0～100m

100～200m

200～300m
300～400m

400～500m

500m以上

「最も困難な集落※」の標高と市町村役場までの時間距離【問13・問14②】

・ 福岡県、長崎県、鹿児島県で、標高の低い位置にある「最も困難な集落※」の構成比が他県に比べ高い

傾向がみられた。また、大分県、熊本県は比較的標高の高い位置にみられた。

・ 「時間距離別分布」をみると、全体の約7割（68.5％）が30分圏内に位置している。

■県別標高別分類
集落中心部

の標高

■時間距離別分布

n=145（標高不明１）

11

43
46

28

12

6

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

5分未満 5分以上
15分未満

15分以上
30分未満

30分以上
45分未満

45分以上
1時間未満

1時間以上

自
治

体
数

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

（
％

）
累

加
率 ※「最も困難な集落」：各自治体が今後10年以内

に集落機能の維持が困難になると回答した集
落のうち、最も困難となる集落。

n=146

n：「最も困難な集落」数

１－２.人口動態
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A 周辺に雇用の場がない
B 定住可能な住宅がない
C 受入体制が整っていない
D 課題は特にない
E その他

「最も困難な集落※」の定住促進の課題【問30】

■集落人口規模 ■県別n=146 （複数回答）

各項目における割合の最上位

■市町村役場までの所要時間
項目

自治体数 63 33 32 10 8
割合（％） 63.0 33.0 32.0 10.0 8.0
自治体数 37 20 19 2 3
割合（％） 80.4 43.5 41.3 4.3 6.5

集落の中心部から市町
村役場までの所要時間

30分未満
(n=100)

30分以上
(n=46)

A B C D E

■高齢化集落率
項目

自治体数 26 11 13 6 1
割合（％） 63.4 26.8 31.7 14.6 2.4
自治体数 37 21 17 4 6
割合（％） 64.9 36.8 29.8 7.0 10.5
自治体数 24 11 15 2 2
割合（％） 85.7 39.3 53.6 7.1 7.1
自治体数 13 10 6 0 2
割合（％） 65.0 50.0 30.0 0.0 10.0

EA B C D

10%以上20%未満
(n=28)

20%以上
(n=20)

高齢化集落率
無し

(n=41)
10%未満
(n=57)

※「最も困難な集落」：各自治体が今後10年以内に集落機能の維持が困難になると回答した集落のうち、最も困難となる集落。

n=146 （複数回答）

n=146 （複数回答）

n=146 （複数回答）

項目

自治体数 17 9 9 5 4
割合（％） 56.7 30.0 30.0 16.7 13.3
自治体数 4 2 2 1 1
割合（％） 50.0 25.0 25.0 12.5 12.5
自治体数 6 1 4 1 2
割合（％） 54.5 9.1 36.4 9.1 18.2
自治体数 19 10 11 2 0
割合（％） 73.1 38.5 42.3 7.7 0.0
自治体数 11 7 7 0 1
割合（％） 78.6 50.0 50.0 0.0 7.1
自治体数 18 10 5 0 2
割合（％） 90.0 50.0 25.0 0.0 10.0
自治体数 25 14 13 3 1
割合（％） 67.6 37.8 35.1 8.1 2.7
自治体数 100 53 51 12 11
割合（％） 68.5 36.3 34.9 8.2 7.5

EA B C D
県別

九州圏
(n=146)

鹿児島
(n=37)

宮崎
(n=20)

大分
(n=14)

熊本
(n=26)

長崎
(n=11)

佐賀
(n=8)

福岡
(n=30)

〔凡例項目〕

・自治体の「集落人口規模」が１５０人未満と小さいほど、また、「高齢化集落率」が１０％以上と高いほど、「最も
困難な集落※」は定住促進の面で多くの課題を抱えている。

・また、同様の課題は「最も困難な集落※」で「市町村役場までの所要時間」が３０分を超えるところでは、多くなる
傾向が見られた。

項目
集落人口規模

自治体数 25 22 18 4 0
割合（％） 65.8 57.9 47.4 10.5 0.0
自治体数 48 22 23 3 7
割合（％） 69.6 31.9 33.3 4.3 6.3
自治体数 24 8 10 4 3
割合（％） 70.6 23.5 29.4 11.8 4.7
自治体数 3 1 0 1 1
割合（％） 60.0 20.0 0.0 20.0 3.4

EA B C D

150人未満
（n=38）

150人以上400人未満
(n=69)

(n=34)

1000人以上
(n=5)

400人以上1000人未満

n：「最も困難な集落」数

１－２.人口動態
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8

0

0

1

1

3

14

23

29

67

0 10 20 30 40 50 60 70 80

その他

林業公社が管理している

集落外のボランティア（個人、組織）の支援
を受けて管理している

集落外に住む子などが独力で管理してい
る

森林組合、林業公社以外で、市町村など
の公的機関が管理している

近隣や集落(個人、自治会等)の支援を受
けて管理している

森林組合が管理している

もともと林地はない、ほとんどない

ほとんど管理していない

山林所有者が独力で管理している

「最も困難な集落※」の農林地の管理状況【問21・問22】

■農地の管理状況 ■森林※の管理状況n=146 n=146

※「最も困難な集落」：各自治体が今後10年以内に集落機能の維持が困難になると回答した集落のうち、最も困難となる集落。
※森林:共有林と民有林。

11

0

0

1

2

7

13

19

23

70

0 10 20 30 40 50 60 70 80

その他

市町村及び第三セクターなどの公的機関
が管理している

集落外のボランティア（個人、組織）の支
援を受けて管理している

集落外に住む子などによる草取り等の最
低限の管理が行われている

集落外に住む子などが営農している

近隣や集落(個人、自治会等)の支援を受
けて管理している

ほとんどの農地は管理されずに放棄され
ている

もともと農地はない、ほとんどない

農地所有者自身による草取り等の最低
限の管理が行われている

農地所有者が営農している

・農林地を独力で管理しているものがほぼ半数（農地70集落47.9％、森林※67集落45.9％）みられたが、
農地で13集落（8.9%）、森林※で29集落（19.9％）が管理されずに放棄されている。

n：「最も困難な集落」数

１－３. 国土保全・地域資源
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「最も困難な集落※」の農林地が抱える課題【問23】

■集落人口規模
■市町村役場までの所要時間

■高齢化集落率

農地ののり面崩壊による土砂流出等の被害・支障

耕作放棄地等への粗大ゴミ・産業廃棄物の不法投棄

風倒木の放置による被害・支障

農林地自体がほとんどない

耕作放棄地等での病害虫発生

山地の斜面崩壊による被害・支障

農林地の管理

その他

n=146

■県別
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0

3
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0

2
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1

0

2

3

2

1

2

13

1

0

15

20

20

2

6

5

5

2

3

19

6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1000人以上

400人以上
1000人未満

150人以上
400人未満

150人未満

1

1

2

1

1

3

2

2

0

1

3

2

1

1

4

1

3

2

8

4

7

9

23

16

4

2

4

8

3

9

11

7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20%以上

10%以上
20%未満

10%未満

無し

1

4

4

4

1

5

0

7

6

11

16

39

3

15

15

15

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

30分以上

30分未満

5

1

3

0

0

0

1

0

8

2

2

2

1

0

0

1

6

2

0

0

2

0

0

2

7

2

1

0

2

1

0

1

17

4

1

1

7

0

1

3

55

14

10

6

10

5

3

7

18

6

1

0

0

0

2

9

30

6

2

5

4

5

1

7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

九州圏

鹿児島

宮崎

大分

熊本

長崎

佐賀

福岡

n=146

n=146

n=146

※「最も困難な集落」：各自治体が今後10年以内に集落機能の維持が困難になると回答した集落のうち、最も困難となる集落。

・自治体の「集落人口規模」、「高齢化集落率」、及び「市町村役場までの所要時間」別でみても、「最も困
難な集落※」の農林地が抱える課題に顕著な差異はみられなかった。

n：「最も困難な集落」数

１－３. 国土保全・地域資源
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項目

自治体数 24 12 36 51 16 2
割合（％） 24.0 12.0 36.0 51.0 16.0 2.0
自治体数 15 15 19 34 1 2
割合（％） 32.6 32.6 41.3 73.9 2.2 4.3

C DBA

30分以上
(n=46)

集落の中心部から市町
村役場までの所要時間

30分未満
(n=100)

E F

項目

自治体数 6 4 11 20 9 2
割合（％） 14.6 9.8 26.8 48.8 8.0 1.8
自治体数 17 11 21 34 3 1
割合（％） 29.8 19.3 36.8 59.6 3.7 1.2
自治体数 10 8 17 17 3 1
割合（％） 35.7 28.6 60.7 60.7 9.7 3.2
自治体数 6 4 6 14 2 0
割合（％） 30.0 20.0 30.0 70.0 7.7 0.0

高齢化集落率
無し

(n=41)
10%未満
(n=57)

A B C D E F

10%以上20%未満
(n=28)

20%以上
(n=20)

A 森林が荒廃
B 土砂災害、洪水等の危険性が増加
C 農作物の鳥獣よる被害が増加
D 災害時における相互扶助機能が低下
E 課題は特にない
F その他

「最も困難な集落※」の自然環境・防災の課題【問27】

■集落人口規模

■市町村役場までの所要時間

■高齢化集落率

■県別

各項目における割合の最上位

n=146 （複数回答）

※「最も困難な集落」：各自治体が今後10年以内に集落機能の維持が困難になると回答した集落のうち、最も困難となる集落。

n=146 （複数回答）

n=146 （複数回答）

n=146 （複数回答）

項目

自治体数 7 4 8 16 7 1
割合（％） 23.3 13.3 26.7 53.3 23.3 3.3
自治体数 1 1 1 5 0 0
割合（％） 12.5 12.5 12.5 62.5 0.0 0.0
自治体数 0 0 3 4 1 2
割合（％） 0.0 0.0 27.3 36.4 9.1 18.2
自治体数 9 5 8 17 3 1
割合（％） 34.6 19.2 30.8 65.4 11.5 3.8
自治体数 7 2 9 10 0 0
割合（％） 50.0 14.3 64.3 71.4 0.0 0.0
自治体数 3 7 16 9 1 0
割合（％） 15.0 35.0 80.0 45.0 5.0 0.0
自治体数 12 8 10 24 5 0
割合（％） 32.4 21.6 27.0 64.9 13.5 0.0
自治体数 39 27 55 85 17 4
割合（％） 26.7 18.5 37.7 58.2 11.6 2.7

県別
A B C D E F

福岡
(n=30)
佐賀
(n=8)
長崎
(n=11)
熊本
(n=26)
大分
(n=14)
宮崎
(n=20)
鹿児島
(n=37)
九州圏
(n=146)

〔凡例項目〕

・自治体の「集落人口規模」が１５０人未満と小さいほど、また「高齢化集落率」が１０％以上と高いほど「最
も困難な集落※」は自然環境・防災面で多くの課題を抱えている。

・また、同様の課題は「最も困難な集落※」で「市町村役場までの所要時間」が３０分を超えるところでは、
多くなる傾向が見られた。

項目

自治体数 13 9 18 25 4 0
割合（％） 34.2 23.7 47.4 65.8 8.7 0.0
自治体数 18 13 26 42 5 3
割合（％） 26.1 18.8 37.7 60.9 4.5 2.7
自治体数 7 4 11 15 6 1
割合（％） 20.6 11.8 32.4 44.1 9.4 1.6
自治体数 1 1 0 3 2 0
割合（％） 20.0 20.0 0.0 60.0 6.9 0.0

F集落人口規模

150人未満
（n=38）

150人以上400人未満

(n=69)

A B C D E

1000人以上
(n=5)

(n=34)
400人以上1000人未満

n：「最も困難な集落」数

１－３. 国土保全・地域資源
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項目

自治体数 25 8 58 26 2
割合（％） 25.0 8.0 58.0 26.0 2.0
自治体数 16 7 31 7 2
割合（％） 34.8 15.2 67.4 15.2 4.3

30分未満
(n=100)

30分以上
(n=46)

集落の中心部から市町
村役場までの所要時間

A B C D E

項目

自治体数 11 2 19 12 2
割合（％） 26.8 4.9 46.3 29.3 4.9
自治体数 15 4 35 13 1
割合（％） 26.3 7.0 61.4 22.8 1.8
自治体数 10 4 19 5 1
割合（％） 35.7 14.3 67.9 17.9 3.6
自治体数 5 5 16 3 0
割合（％） 25.0 25.0 80.0 15.0 0.0

EA B C D
高齢化集落率

無し
(n=41)

10%未満
(n=57)

10%以上20%未満
(n=28)

20%以上
(n=20)

「最も困難な集落※」の景観の課題【問29】

A 棚田や段々畑等の農山村景観が荒廃
B 生垣等の集落景観の荒廃
C 空き家、老朽家屋が増加
D 課題は特にない
E その他

■集落人口規模 ■市町村役場までの所要時間

■高齢化集落率

■県別

各項目における割合の最上位
※「最も困難な集落」：各自治体が今後10年以内に集落機能の維持が困難になると回答した集落のうち、最も困難となる集落。

n=146 （複数回答）

n=146 （複数回答）

n=146 （複数回答）

n=146 （複数回答）

項目

自治体数 8 2 16 8 2
割合（％） 26.7 6.7 53.3 26.7 6.7
自治体数 1 0 6 1 0
割合（％） 12.5 0.0 75.0 12.5 0.0
自治体数 3 0 6 3 1
割合（％） 27.3 0.0 54.5 27.3 9.1
自治体数 11 3 15 6 1
割合（％） 42.3 11.5 57.7 23.1 3.8
自治体数 4 4 10 2 0
割合（％） 28.6 28.6 71.4 14.3 0.0
自治体数 3 1 8 7 0
割合（％） 15.0 5.0 40.0 35.0 0.0
自治体数 11 5 28 6 0
割合（％） 29.7 13.5 75.7 16.2 0.0
自治体数 41 15 89 33 4
割合（％） 28.1 10.3 61.0 22.6 2.7

EA B C D
県名

大分
(n=14)

熊本
(n=26)

長崎
(n=11)

佐賀
(n=8)

福岡
(n=30)

宮崎
(n=20)
鹿児島
(n=37)
九州圏
(n=146)

〔凡例項目〕

・自治体の「集落人口規模」が４００人未満と小さいほど、また「高齢化集落率」が１０％以上と高いほど「最
も困難な集落※」は景観面で多くの課題を抱えている。

・また、同様の課題は「最も困難な集落※」で「市町村役場までの所要時間」が３０分を超えるところでは、
多くなる傾向が見られた。

項目

自治体数 15 7 22 10 0
割合（％） 39.5 18.4 57.9 26.3 0.0
自治体数 20 8 44 13 2
割合（％） 29.0 11.6 63.8 18.8 2.9
自治体数 6 0 21 8 1
割合（％） 17.6 0.0 61.8 23.5 2.9
自治体数 0 0 2 2 1
割合（％） 0.0 0.0 40.0 40.0 20.0

B C D E
集落人口規模

150人未満
（n=38）

150人以上400人未満
(n=69)

400人以上1000人未満

(n=34) 
1000人以上

(n=5)

A

n：「最も困難な集落」数

１－３. 国土保全・地域資源
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会社等勤務
8.2%

（12集落）

年金・家族からの
仕送り等

12.3%
（18集落）

自営業
2.1%

（3集落）

水産業
3.4%

（5集落）

林業
3.4%

（5集落）

農業
69.9%

（102集落）

その他
0.7%

（1集落）

農山漁村地域
87.0%

（127集落）

郊外住宅地
7.5%

（11集落）

中心市街地
2.1%

（3集落）

その他
3.4%

（5集落）

■「最も困難な集落※」の生業

n=146 n=146

※「最も困難な集落」：各自治体が今後10年以内に集落機能の維持が困難になると回答した集落のうち、最も困難となる集落。

「最も困難な集落※」の地域状況と生業【問16①】

・「最も困難な集落※」の地域状況をみると、農山漁村地域が87.0％と最も多く、次いで郊外住宅地が7.5％
となった。

・「最も困難な集落※」の生業をみると、農業が69.9％と最も多く、次いで年金・家族からの仕送りが12.3％と
なった。

■「最も困難な集落※」の地域状況

n：「最も困難な集落」数

１－４. 地域産業・地域経済
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項目

自治体数 6 24 10 36 34 57 14 2
割合（％） 6.0 24.0 10.0 36.0 34.0 57.0 14.0 2.0
自治体数 5 13 6 23 26 26 1 3
割合（％） 10.9 28.3 13.0 50.0 56.5 56.5 2.2 6.5

集落の中心部から市町
村役場までの所要時間

30分未満
(n=100)

30分以上
(n=46)

A B C D E F G H

項目

自治体数 5 16 7 18 17 24 3 0
割合（％） 13.2 42.1 18.4 47.4 44.7 63.2 7.9 0.0
自治体数 3 13 8 30 22 42 4 2
割合（％） 4.3 18.8 11.6 43.5 31.9 60.9 5.8 2.9
自治体数 3 8 1 11 19 17 6 1
割合（％） 8.8 23.5 2.9 32.4 55.9 50.0 17.6 2.9
自治体数 0 0 0 0 2 0 2 2
割合（％） 0.0 0.0 0.0 0.0 40.0 0.0 40.0 40.0

F G HD
集落人口規模

150人未満
（n=38）

150人以上400人未満
(n=69)

A B C E

400人以上1000人未満
(n=34)

1000人以上
(n=5)

項目

自治体数 4 9 3 12 15 22 8 1
割合（％） 9.8 22.0 7.3 29.3 36.6 53.7 19.5 2.4
自治体数 2 10 6 26 24 35 4 2
割合（％） 3.5 17.5 10.5 45.6 42.1 61.4 7.0 3.5
自治体数 2 11 3 14 12 19 2 1
割合（％） 7.1 39.3 10.7 50.0 42.9 67.9 7.1 3.6
自治体数 3 7 4 7 9 7 1 1
割合（％） 15.0 35.0 20.0 35.0 45.0 35.0 5.0 5.0

無し
(n=41)

10%未満
(n=57)

10%以上20%未満
(n=28)

20%以上
(n=20)

高齢化集落率
A B C D E F G H

「最も困難な集落※」の産業の課題【問26】

■集落人口規模

■市町村役場までの所要時間

■高齢化集落率

各項目における割合の最上位

n=146 （複数回答）

※「最も困難な集落」：各自治体が今後10年以内に集落機能の維持が困難になると回答した集落のうち、最も困難となる集落。

■県別

A 共同利用機械・施設等の維持が困難
B 共同作業の継続が困難
C 農道、用排水路・ため池が未整備、機能低下
D 耕作放棄地が増加
E 周辺地域を含め、地域雇用の場がない、就業機会が減少
F 産業を担う後継者が不足
G 課題は特にない
H その他

n=146 （複数回答）

n=146 （複数回答）

n=146 （複数回答）

項目

自治体数 2 6 2 7 12 15 8 2
割合（％） 6.7 20.0 6.7 23.3 40.0 50.0 26.7 6.7
自治体数 1 2 0 1 1 6 0 0
割合（％） 12.5 25.0 0.0 12.5 12.5 75.0 0.0 0.0
自治体数 1 1 1 5 5 7 1 1
割合（％） 9.1 9.1 9.1 45.5 45.5 63.6 9.1 9.1
自治体数 3 7 5 12 11 15 1 1
割合（％） 11.5 26.9 19.2 46.2 42.3 57.7 3.8 3.8
自治体数 1 5 2 9 3 8 0 0
割合（％） 7.1 35.7 14.3 64.3 21.4 57.1 0.0 0.0
自治体数 0 3 2 9 13 15 1 0
割合（％） 0.0 15.0 10.0 45.0 65.0 75.0 5.0 0.0
自治体数 3 13 4 16 15 17 4 1
割合（％） 8.1 35.1 10.8 43.2 40.5 45.9 10.8 2.7
自治体数 11 37 16 59 60 83 15 5
割合（％） 7.5 25.3 11.0 40.4 41.1 56.8 10.3 3.4

E F G HA B C D

鹿児島
(n=37)
九州圏
(n=144)

長崎
(n=11)
熊本
(n=26)
大分
(n=14)
宮崎
(n=20)

県名
福岡
(n=30)
佐賀
(n=8)

〔凡例項目〕

・自治体の「集落人口規模」が１５０人未満と小さいほど、また「高齢化集落率」が１０％以上と高いほど「最
も困難な集落※」は産業面で多くの課題を抱えている。

・また、同様の課題は「最も困難な集落※」で「市町村役場までの所要時間」が３０分を超えるところでは、
多くなる傾向が見られた。

n：「最も困難な集落」数

１－４. 地域産業・地域経済
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項目

自治体数 10 11 50 16 8 36 25 11 31 0 17 10 16 10 19 7 4
割合（％） 10.0 11.0 50.0 16.0 8.0 36.0 25.0 11.0 31.0 0.0 17.0 10.0 16.0 10.0 19.0 7.0 4.0
自治体数 6 9 33 12 3 19 17 11 29 2 13 3 15 9 23 0 3
割合（％） 13.0 19.6 71.7 26.1 6.5 41.3 37.0 23.9 63.0 4.3 28.3 6.5 32.6 19.6 50.0 0.0 6.5

30分以上
(n=46)

集落の中心部から市町
村役場までの所要時間

A B C D E F

30分未満
(n=100)

K L MG H I J O P QN

項目

自治体数 2 4 20 10 2 13 6 5 10 0 3 5 5 3 9 5 1
割合（％） 4.9 9.8 48.8 24.4 4.9 31.7 14.6 12.2 24.4 0.0 7.3 12.2 12.2 7.3 22.0 12.2 2.4
自治体数 4 6 36 9 6 20 18 9 26 1 14 7 11 7 14 2 3
割合（％） 7.0 10.5 63.2 15.8 10.5 35.1 31.6 15.8 45.6 1.8 24.6 12.3 19.3 12.3 24.6 3.5 5.3
自治体数 4 7 17 4 2 11 12 4 15 1 8 1 9 5 11 0 2
割合（％） 14.3 25.0 60.7 14.3 7.1 39.3 42.9 14.3 53.6 3.6 28.6 3.6 32.1 17.9 39.3 0.0 7.1
自治体数 6 3 10 5 1 11 6 4 9 0 5 0 6 4 8 0 1
割合（％） 30.0 15.0 50.0 25.0 5.0 55.0 30.0 20.0 45.0 0.0 25.0 0.0 30.0 20.0 40.0 0.0 5.0

O P QK L M NG H I J
高齢化集落率

無し
(n=41)

A B C D E F

10%以上20%未満
(n=28)

20%以上
(n=20)

10%未満
(n=57)

項目

自治体数 11 8 24 6 4 21 12 4 21 1 12 2 11 8 15 1 1
割合（％） 28.9 21.1 63.2 15.8 10.5 55.3 31.6 10.5 55.3 2.6 31.6 5.3 28.9 21.1 39.5 2.6 2.6
自治体数 4 7 39 13 4 24 21 13 28 1 15 5 14 8 19 2 5
割合（％） 5.8 10.1 56.5 18.8 5.8 34.8 30.4 18.8 40.6 1.4 21.7 7.2 20.3 11.6 27.5 2.9 7.2
自治体数 1 5 19 9 3 9 8 4 9 0 3 6 6 3 7 2 1
割合（％） 2.9 14.7 55.9 26.5 8.8 26.5 23.5 11.8 26.5 0.0 8.8 17.6 17.6 8.8 20.6 5.9 2.9
自治体数 0 0 1 0 0 1 1 1 2 0 0 0 0 0 1 2 0
割合（％） 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0 20.0 20.0 20.0 40.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0 40.0 0.0

P QL M N OH I J KD E F G

1000人以上
(n=5)

A B C
集落人口規模

150人未満
（n=38）

150人以上400人未満
(n=69)

400人以上1000人未満
(n=34)

「最も困難な集落※」の生活の課題【問25】

■集落人口規模 ■市町村役場までの所要時間

■高齢化集落率

■県別

各項目における割合の最上位

Ａ．水道施設の維持管理が困難
Ｂ．公営の上水道が未整備
Ｃ．買い物や通院など日常生活の交通手段の確保が困難
Ｄ．生活用品を購入できる商店の維持が困難
Ｅ．集会所、公民館等の維持が困難
Ｆ．道路、維持清掃・草払い等が困難
Ｇ．空き家、老朽家屋が増加
Ｈ．要介護者に対する見守りや声かけが減少
Ｉ．緊急医療の搬送に時間を要する
Ｊ．空き巣被害等の犯罪が増加
Ｋ．冠婚葬祭等の日常生活扶助機能が低下
Ｌ．ごみの不法投棄が増加
Ｍ．携帯電話が通じない
Ｎ．テレビが難視聴
Ｏ．ブロードバンドが未整備
Ｐ．生活に関する課題は特にない
Ｑ．その他

※「最も困難な集落」：各自治体が今後10年以内に集落機能の維持が困難になると回答した集落のうち、最も困難となる集落。

n=146 （複数回答）

n=146 （複数回答）

n=146 （複数回答）

n=146 （複数回答）

項目

自治体数 1 3 18 7 3 11 9 7 10 1 5 6 6 4 7 3 1
割合（％） 3.3 10.0 60.0 23.3 10.0 36.7 30.0 23.3 33.3 3.3 16.7 20.0 20.0 13.3 23.3 10.0 3.3
自治体数 0 0 3 0 1 2 4 0 3 0 1 1 0 1 3 1 0
割合（％） 0.0 0.0 37.5 0.0 12.5 25.0 50.0 0.0 37.5 0.0 12.5 12.5 0.0 12.5 37.5 12.5 0.0
自治体数 2 1 4 1 1 4 4 0 3 0 1 0 2 0 3 0 2
割合（％） 18.2 9.1 36.4 9.1 9.1 36.4 36.4 0.0 27.3 0.0 9.1 0.0 18.2 0.0 27.3 0.0 18.2
自治体数 3 4 13 5 1 8 6 6 13 0 9 2 6 3 8 1 2
割合（％） 11.5 15.4 50.0 19.2 3.8 30.8 23.1 23.1 50.0 0.0 34.6 7.7 23.1 11.5 30.8 3.8 7.7
自治体数 1 2 11 3 1 5 3 1 6 0 3 0 2 1 3 0 0
割合（％） 7.1 14.3 78.6 21.4 7.1 35.7 21.4 7.1 42.9 0.0 21.4 0.0 14.3 7.1 21.4 0.0 0.0
自治体数 3 5 14 4 2 8 3 2 10 0 2 2 6 5 7 1 0
割合（％） 15.0 25.0 70.0 20.0 10.0 40.0 15.0 10.0 50.0 0.0 10.0 10.0 30.0 25.0 35.0 5.0 0.0
自治体数 6 5 20 8 2 17 13 6 15 1 9 2 9 5 11 1 2
割合（％） 16.2 13.5 54.1 21.6 5.4 45.9 35.1 16.2 40.5 2.7 24.3 5.4 24.3 13.5 29.7 2.7 5.4
自治体数 16 20 83 28 11 55 42 22 60 2 30 13 31 19 42 7 7
割合（％） 11.0 13.7 56.8 19.2 7.5 37.7 28.8 15.1 41.1 1.4 20.5 8.9 21.2 13.0 28.8 4.8 4.8

O P QK L M NG H I J
県名

A B C D E F

鹿児島
(n=37)
九州圏
(n=146)

長崎
(n=11)
熊本
(n=26)
大分
(n=14)
宮崎
(n=20)

福岡
(n=30)
佐賀
(n=8)

〔凡例項目〕

・自治体の「集落人口規模」が１５０人未満と小さいほど、また「高齢化集落率」が１０％以上と高いほど「最
も困難な集落※」は生活面で多くの課題を抱えている。

・また、同様の課題は「最も困難な集落※」で「市町村役場までの所要時間」が３０分を超えるところでは、
多くなる傾向が見られた。

n：「最も困難な集落」数

１－５.生活サービス
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37

6

4

5

11

1

0

10

68

19

11

5

8

6

7

12

35

12

4

3

5

2

1

8

6

0

1

1

2

2

0

0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

九州圏

鹿児島

宮崎

大分

熊本

長崎

佐賀

福岡

15

22

16

52

12

23

3

3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

30分以上

30分未満

3

5

15

14

9

9

28

22

7

12

12

4

1

2

2

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20%以上

10%以上

20%未満

10%未満

無し

0

14

17

6

3

13

30

22

2

7

17

9

0

0

5

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1000人以上

400人以上
1000人未満

150人以上
400人未満

150人未満

「最も困難な集落※」の防災活動の実施状況【問18】

■集落人口規模

住民だけで何とか実施し
ている

n=146

n=146

n=146

n=146

他集落と共同で実施している
主として近隣や集落（個人、集落等）の支援を受けて実施している
主として集落外のボランティア（個人、組織）の支援を受けて実施している
主として市町村等の公的機関の支援を受けて実施している

以前は実施していたが、後継者の不足
等により実施していない
以前から実施していない

その他

■高齢化集落率

■市町村役場までの所要時間

※「最も困難な集落」：各自治体が今後10年以内に集落機能の維持が困難になると回答した集落のうち、最も困難となる集落。

・自治体の「集落人口規模」が１５０人未満と小さいほど、 「最も困難な集落※」は他集落と共同あるいは、何らかの支援

を受けて防災活動を実施している傾向がみられた。
・また、自治体の｢高齢化集落率｣が１０％以上と高いほど、｢最も困難な集落※｣は防災活動を実施していない傾向が

見られた。
・ 「最も困難な集落※」で「市町村役場までの所要時間」が３０分を超えるところでは、防災活動を実施していない傾向が

見られた。

■県別

n：「最も困難な集落」数

１－６. 地域コミュニティ
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別
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率
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16
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20
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0

0

1

0

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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鹿児島

宮崎

大分

熊本

長崎

佐賀

福岡

県
名

20

44

7

17
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35

1

4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

30分以上

30分未満

市
町

村
役

場
か

ら
の

所
要

時
間

「最も困難な集落※」の祭事の実施状況【問19】

■集落人口規模 ■市町村役場までの所要時間

■高齢化集落率

■県別

n=146

住民だけで何とか実施している 集落外の子供の参加や、他集落の協力を得て実施している 実施していない その他

n=146
n=146

n=146

※「最も困難な集落」：各自治体が今後10年以内に集落機能の維持が困難になると回答した集落のうち、最も困難となる集落。

・自治体の「集落人口規模」が４００人未満と小さいほど、また「高齢化集落率」が１０％以上と高いほど
「最も困難な集落※」は祭事を住民だけで実施している割合が低くなる傾向がみられた。

・ 「最も困難な集落※」 で「市町村役場までの所要時間」 が３０分を超える超えないにかかわらず、祭事の

実施状況に大きな差異はみられなかった。

市
町

村
役

場
ま

で
の

所
要

時
間

n：「最も困難な集落」数

１－６. 地域コミュニティ
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※「最も困難な集落」：各自治体が今後10年以内に集落機能の維持が困難になると回答した集落のうち、最も困難となる集落。
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1
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1000人以上

400人以上
1000人未満

150人以上
400人未満

150人未満

集
落

人
口

規
模

別

「最も困難な集落※」の寄り合いの実施状況【問20】

■高齢化集落率
■県別

定期的に行われている 不定期に行われている ほとんど行われていない その他

n=146
n=146

n=146
n=146

■集落人口規模 ■市町村役場までの所要時間

63

14

13

5

9

3

4

15

61

14

7

7

15

5

3

10

13

8

0

1

2

1

1

0

9

1

0

1

0

2

0

5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

九州圏

鹿児島

宮崎

大分

熊本

長崎

佐賀

福岡

県
別

・自治体の「集落人口規模」が４００人未満と小さいほど、また「高齢化集落率」が１０％以上と高いほど
「最も困難な集落※」は寄り合いを実施しない割合が高くなる傾向がみられた。

・ 「最も困難な集落※」 で「市町村役場までの所要時間」が３０分を超えるところでは、定期的に寄り合いを

実施している割合が高い傾向がみられた。

市
町

村
役

場
ま

で
の

所
要

時
間

n：「最も困難な集落」数
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項目

自治体数 3 23 5 16 2
割合（％） 7.3 56.1 12.2 39.0 4.9
自治体数 2 26 8 18 3
割合（％） 3.5 45.6 14.0 31.6 5.3
自治体数 3 13 9 7 3
割合（％） 10.7 46.4 32.1 25.0 10.7
自治体数 2 15 6 3 0
割合（％） 10.0 75.0 30.0 15.0 0.0

高齢化集落率
A B C D E

無し
(n=41)

10%未満
(n=57)

10%以上20%未満
(n=28)

20%以上
(n=20)

項目

自治体数 6 23 10 9 1
割合（％） 15.8 60.5 26.3 23.7 2.6
自治体数 2 35 13 22 4
割合（％） 2.9 50.7 18.8 31.9 5.8
自治体数 2 18 4 11 1
割合（％） 5.9 52.9 11.8 32.4 2.9
自治体数 0 1 1 2 2
割合（％） 0.0 20.0 20.0 40.0 40.0

EA B C D
集落人口規模

150人未満
（n=38）

150人以上400人未満
(n=69)

400人以上1000人未満
(n=34)

1000人以上
(n=5)

「最も困難な集落※」の地域文化の課題【問28】

A 神社・仏閣等が荒廃
B 伝統的祭事、伝統芸能が衰退

■集落人口規模別 ■市町村役場までの所要時間

■高齢化集落率別

■県別

C 生活・食文化が衰退
D 課題は特にない
E その他

各項目における割合の最上位

n=146 （複数回答）

※「最も困難な集落」：各自治体が今後10年以内に集落機能の維持が困難になると回答した集落のうち、最も困難となる集落。

n=146 （複数回答）

n=146 （複数回答）

n=146 （複数回答）

項目

自治体数 2 13 4 11 4
割合（％） 6.7 43.3 13.3 36.7 13.3
自治体数 0 4 1 3 0
割合（％） 0.0 50.0 12.5 37.5 0.0
自治体数 0 5 0 5 1
割合（％） 0.0 45.5 0.0 45.5 9.1
自治体数 2 15 7 9 0
割合（％） 7.7 57.7 26.9 34.6 0.0
自治体数 1 10 3 2 0
割合（％） 7.1 71.4 21.4 14.3 0.0
自治体数 3 6 3 7 3
割合（％） 15.0 30.0 15.0 35.0 15.0
自治体数 2 24 10 7 0
割合（％） 5.4 64.9 27.0 18.9 0.0
自治体数 10 77 28 44 8
割合（％） 6.8 52.7 19.2 30.1 5.5

EA B C D

長崎
(n=11)
熊本

(n=26)
大分

(n=14)
宮崎

(n=20)

県名
福岡

(n=30)
佐賀
(n=8)

鹿児島
(n=37)
九州圏
(n=146)

〔凡例項目〕

・自治体の「集落人口規模」が１５０人未満と小さいほど、また「高齢化集落率」が１０％以上と高いほど
「最も困難な集落※」は地域文化面で多くの課題を抱えている。

項目

自治体数 7 53 14 36 3
割合（％） 7.0 53.0 14.0 36.0 3.0
自治体数 3 24 14 8 5
割合（％） 6.5 52.2 30.4 17.4 10.9

集落の中心部から市町
村役場までの所要時間

30分未満
(n=100)

30分以上
(n=46)

B C D EA

n：「最も困難な集落」数

１－６. 地域コミュニティ
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1

1
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1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

奥地集落等の市町村中心部等への集落移転

ツーリズム等観光事業の支援

エコツアーなどの環境保全活動の支援

新規定住者（Ｕ・Ｉ・Ｊターン）に対する税制優遇

新規定住者（Ｕ・Ｉ・Ｊターン）に対する不動産斡旋

新規定住者（Ｕ・Ｉ・Ｊターン）に対する就業支援

高齢世帯に対する弁当や買い物のサービス

新産業創出・起業に対する支援

地域伝統産業の継承に対する支援

高齢者等に対する介護サービスの提供

伝統芸能・文化等の保全活動や、イベント開催に対する支援

緊急時の情報伝達手段の整備

医師の確保及び巡回診療の充実

住民の利便性を考慮した地域巡回バス（コミュニティバス）等の運行

農林地・水路等の管理が困難になっている地域に対する支援

溝さらい、道普請等の共同作業が困難になっている地域に対する支援

集落間の統合や他への編入の斡旋（集落の再編）

集落間の連携施策の実施

過去に実施 実施中 検討・調整中 実施予定なし その他
過去に実施
（現在未実施）

地域の存続・再生に向けた既往の施策の取組状況と実施効果【問31】

・「緊急時の情報伝達の手段」、「伝統芸能・文化支援」、「高齢者等への介護サービス」などの取組が多く
の自治体でみられた。

■既往の施策の取組状況 N=251 （複数回答）

N：自治体数

１－７.施策の取組状況や社会実験への参画意向等
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地域の存続・再生に向けた既往の施策の取組状況と実施効果【問31】
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0
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

奥地集落等の市町村中心部等への集落移転

ツーリズム等観光事業の支援

エコツアーなどの環境保全活動の支援

新規定住者（Ｕ・Ｉ・Ｊターン）に対する税制優遇

新規定住者（Ｕ・Ｉ・Ｊターン）に対する不動産斡旋

新規定住者（Ｕ・Ｉ・Ｊターン）に対する就業支援

高齢世帯に対する弁当や買い物のサービス

新産業創出・起業に対する支援

地域伝統産業の継承に対する支援

高齢者等に対する介護サービスの提供

伝統芸能・文化等の保全活動や、イベント開催に対する支援

緊急時の情報伝達手段の整備

医師の確保及び巡回診療の充実

住民の利便性を考慮した地域巡回バス（コミュニティバス）等の運行

農林地・水路等の管理が困難になっている地域に対する支援

溝さらい、道普請等の共同作業が困難になっている地域に対する支援

集落間の統合や他への編入の斡旋（集落の再編）

集落間の連携施策の実施

効果がある やや効果がある どちらともいえない ほとんど効果がない 効果がない わからない

N：自治体数

N=251 （複数回答）
■既往の施策の実施効果

・「過去に実施」、「実施中」と回答した自治体の実施効果では、「高齢者への介護サービス」や「緊急時の
情報伝達」など、福祉・防災関連の取組に、「効果がある」との回答が多い。

１－７.施策の取組状況や社会実験への参画意向等
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10

6

47

70

83

132

193

0 50 100 150 200 250

その他

特に課題はない

各種補助金制度等についての情報が不足している

地域活動を取りまとめる行政職員が不足している

地域活動を取りまとめるボランティアスタッフが不足している

集落で地域活動を行う人材（寄り合い、祭事等行事の取りまと
め役）が不足している

財政的に厳しい

地域の存続・再生に向けた取組実施における課題【問32】

■取組実施における課題
N=251 （複数回答）

N：自治体数

・「財政的に厳しい」が最も多く、次いで「集落で地域活動を行う人材（寄り合い、祭事等行事の取りまとめ
役）の不足」となった。

１－７.施策の取組状況や社会実験への参画意向等
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社会実験への参画意向等【問34・問35】

■社会実験への参画意向 ■社会実験への提案（項目分類）

3

13

17

90

98

0 20 40 60 80 100 120

その他

すぐに参画する意志がある

参画する意志はない

わからない

すぐには無理だが、参画を検討する

1

5

5

8

8

14

0 2 4 6 8 10 12 14 16

その他

生活サービスの維持

国土保全・地域資源保全

定住促進

地域の産業・経済の向上

地域コミュニティ・地域間交流の促進

N：自治体数

・「すぐに参画する意思がある」が13回答、「すぐには無理だが、参画を検討する」が98回答となった。
また41自治体から具体的な企画提案があり、その提案項目を分類すると「地域コミュニティ・地域間交流
の促進」に関するものが最も多く14件となった。

Ｎ＝41 （自由回答）Ｎ＝251 （無回答30）

１－７.施策の取組状況や社会実験への参画意向等
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各種補助制度等への主な要望【問37】

・各種補助制度の内容に関する要望や財政的に負担が軽くなる制度の創設、地域づくり拠点としての廃
校・空き家等の活用、伝統芸能や集落行事に対する支援などの要望がみられた。

○新設制度や独自制度
・小規模高齢化集落に対する新法
・定住奨励金、出産祝い金
・バス運行への支援、防災無線設置、光通信整備
・地方移転・進出する企業への支援
・伝統芸能や集落行事に対するソフト事業の支援

○補助率アップ
○制度の一本化
○期間延長

・支援期間を単年度から最低3年間に延長

○補助制度等の採用条件・用途の見直し
・中山間地一律の条件ではなく、過疎の進行状況から柔軟に対応
・地域それぞれに抱える問題が異なることから補助等の用途の自由
度を上げる

○施設整備
・廃校や空家の活用・農林水産物加工所の整備

■各種補助制度等への要望

１－７.施策の取組状況や社会実験への参画意向等
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飯塚市

久留米市

日田市
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中津市

別府市
大分市

佐伯市

延岡市

宮崎市

都城市

霧島市

鹿屋市
鹿児島市

北九州市

福岡市

唐津市

佐賀市
佐世保市

長崎市

大村市

諫早市

薩摩川内市

熊本市

八代市

飯塚市

久留米市

日田市
大牟田市

中津市

別府市
大分市

佐伯市

延岡市

宮崎市

都城市

霧島市

鹿屋市
鹿児島市

天草市

久留米市

佐賀市

北九州市

福岡市

長崎市 熊本市

宮崎市

鹿児島市

延岡市

大分市
久留米市

佐賀市

北九州市

福岡市

長崎市 熊本市

宮崎市

鹿児島市

延岡市

大分市

都市機能別分類【分析補足資料】

・都市機能別分類は、下図のとおり。

基幹都市 ：福岡市、北九州市などの10都市
拠点都市 ：唐津市、佐世保市などの25都市
生活中心都市：一定の都市機能が備わった都市

・今回の調査では、重複を避けるため、「基幹都市」、「拠点都市から基幹都市を除いた都市」、「生活中心
都市から拠点都市を除いた都市」、「その他」で分類した。

■基幹都市

凡例 

 
 
 

基幹都市  

基幹都市 60 分圏 

基幹都市 120 分圏 

 【基幹都市】 
・ 県庁所在地都市 
・ 人口 30 万人以上都市 
・ 重要な地域拠点としての

機能を果たす都市 

凡例 

 
 

基幹・拠点・生活中心都市  

基幹・拠点・生活中心都市 30 分圏 

 【生活中心都市】 
・ 高校１校以上 
・ 売り場面積 3 万ｍ2 以上 
・ 救急病院数 1 箇所以上 

凡例 

 
 
 

基幹・拠点都市 

基幹・拠点都市 60 分圏 

基幹・拠点都市 120 分圏 

 
【拠点都市】 
人口：10万人以上の場合 
・ 昼夜間人口比率：概ね１以上 
人口：7万人以上の場合 
・ 昼夜間人口比率：概ね１以上 
・ DID人口：2万人以上 
・ 高校数複数 
・ 売り場面積10万ｍ2以上 
・ 救急病院複数 

■生活中心都市■拠点都市

30

60

２－１．ＮＰＯ法人の組織・活動
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ＮＰＯ法人活動分野

92

24

35

39

37

48

54

56

72

72

76

124

142

172

176

244

318

0 50 100 150 200 250 300 350

上記以外の掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又
は援助の活動

科学技術の振興を図る活動

消費者の保護を図る活動

災害救助活動

男女共同参画社会の形成の促進を図る活動

国際協力の活動

情報化社会の発展を図る活動

人権の擁護又は平和の推進を図る活動

経済活動の活性化を図る活動

地域安全活動

 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動

社会教育の推進

学術、文化、芸術、スポーツの振興

子どもの健全育成を図る活動

環境の保全を図る活動

まちづくりの推進

保健・医療・福祉の増進

活動分野【問１】

n：アンケート回答ＮＰＯ法人数

n=528 （複数回答）

・「保健・医療・福祉の推進」が318団体と最も多く、次いで、「まちづくりの推進」、「環境を保全を図る」と

なった。

■NPO法人の活動分野

２－１．ＮＰＯ法人の組織・活動
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設立年【問２】

■NPO法人の設立年（県別所在地）

n：アンケート回答ＮＰＯ法人数

n=526（無回答2）

・ＮＰＯ法人の設立年を県別所在地別にみると、熊本県、宮崎県を除いてほぼ0～3年で多く約半数を
占める。

設立年度
県名

70 42 40 10 3 7
40.7% 24.4% 23.3% 5.8% 1.7% 4.1%

23 14 5 3 0 1
50.0% 30.4% 10.9% 6.5% 0.0% 2.2%

35 17 13 5 2 0
48.6% 23.6% 18.1% 6.9% 2.8% 0.0%

21 22 15 5 2 2
31.3% 32.8% 22.4% 7.5% 3.0% 3.0%
28 16 11 3 1 3

45.2% 25.8% 17.7% 4.8% 1.6% 4.8%
9 7 10 0 0 3

31.0% 24.1% 34.5% 0.0% 0.0% 10.3%
49 17 10 1 0 1

62.8% 21.8% 12.8% 1.3% 0.0% 1.3%
235 135 104 27 8 17

44.7% 25.7% 19.8% 5.1% 1.5% 3.2%

計

526

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

九州圏

78

29

67

62

46

72

172

0～3年 3～5年 5～10年 10～15年 15～20年 20年以上

２－１．ＮＰＯ法人の組織・活動
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109

210

278

278

163

683

0 100 200 300 400 500 600 700 800

鹿児島

宮崎

大分

熊本

長崎

佐賀

福岡

79

29

62

67

72

46

173

0 25 50 75 100 125 150 175 200

鹿児島

宮崎

大分

熊本

長崎

佐賀

福岡

活動エリア【問4】

■NPO法人の所在地（県別） n=528

■NPO法人の活動地（県別）

179

85

14

11

5

38

32

5

2

1

77

26

1

2

0

56

55

10

2

0

69

21

24

0

1

42

28

1

2

0

73

31

3

2

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

同一市町村内での活動

県内での活動

九州圏での
活動

全国

海外

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

・ＮＰＯ団体の所在地および活動地としては、福岡県が最も多い。
・ＮＰＯ団体の活動地を所在地（県別）でみると、所在地と同一の市町村、あるいは同一県内を活動の場
としている団体が多い。

・九州圏を活動の場としている団体は特に大分県に多い。

■NPO法人の所在地（県別）からみた活動地の状況
ｎ=528 （複数回答）

n：アンケート回答ＮＰＯ法人数

8

21

58

278

534

0 100 200 300 400 500 600

海外

全国

九州圏での活動

県内での活動

同一市町村内での活動

n：アンケート回答ＮＰＯ法人数n：アンケート回答ＮＰＯ法人数

n：アンケート回答ＮＰＯ法人数

n=528 （複数回答）

２－１．ＮＰＯ法人の組織・活動



37

・活動地を都市機能別都市分類でみると、「基幹都市」での活動が最も多くみられた。

■活動分野と活動地（都市機能別都市分類）

活動エリア【問4】

基幹都市

拠点都市

生活中心都市

その他

n：アンケート回答ＮＰＯ法人数

90

37

52

56

29

59

157

34

32

60

89

29

135

143

221

125

292

25

11

28

20

6

12

50

8

2

11

16

8

61

53

65

34

85

29

8

32

43

9

23

108

25

29

40

41

8

89

72

120

83

160

42

6

64

49

19

17

127

31

29

29

25

21

120

115

168

107

271

0
%

1
0
%

2
0
%

3
0
%

4
0
%

5
0
%

6
0
%

7
0
%

8
0
%

9
0
%

10
0
%

その他活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言
又は援助の活動

消費者の保護を図る活動

職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動

経済活動の活性化を図る活動

科学技術の振興を図る活動

情報化社会の発展を図る活動

子どもの健全育成を図る活動

男女共同参画社会の形成の促進を図る活動

国際協力の活動

人権の擁護又は平和の推進を図る活動

地域安全活動

災害救助活動

環境の保全を図る活動

学術、文化、芸術、スポーツの振興

まちづくりの推進

社会教育の推進

保健・医療・福祉の増進

0% 10 % 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ｎ=528 （複数回答）

２－１．ＮＰＯ法人の組織・活動
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地域の存続・再生への取組状況【問７①】

n：アンケート回答ＮＰＯ法人数

111

2

8

14

14

21

26

30

29

33

44

52

116

127

135

0 20 40 60 80 100 120 140 160

その他

医師の確保支援及び巡回診療の支援

新規定住者（Ｕ・Ｉ・Ｊターン）に対する不動産斡旋

地域巡回バス（コミュニティバス）等の運行支援

新規定住者（Ｕ・Ｉ・Ｊターン）に対する就業支援

緊急時の情報伝達手段の整備支援

地域伝統産業の継承に対する支援

高齢世帯に対する弁当や買い物のサービス

農林地・水路等の管理が困難になっている地域に対する支援

溝さらい、道普請等の共同作業が困難になっている地域に対する支援

ツーリズム等観光事業の支援

新産業創出・起業に対する支援

環境保全活動の支援

伝統芸能・文化等の保全活動や、イベント開催に対する支援

高齢者等に対する介護サービスの提供

■地域の存続・再生に関する施策

・「高齢者等に対する介護サービスの提供」が135団体と最も多く、次いで「伝統芸能・文化等の保全活動

や、イベント開催に対する支援」、「環境保全活動の支援」となった。

ｎ=528 （複数回答）

２－１．ＮＰＯ法人の組織・活動
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48

104

9

10

32

35

18

132

109

33

1

18

17

28

37

16

50

1

3

9

21

4

28

32

9

0

1

7

12

47

35

106

3

15

13

47

26

63

77

7

0

11

21

9

124

28

66

3

18

31

42

24

162

80

19

9

7

21

26

0
%

1
0
%

2
0
%

3
0
%

4
0
%

5
0
%

6
0
%

7
0
%

8
0
%

9
0
%

1
0
0
%

その他

ツーリズム等観光事業の支援

環境保全活動の支援

新規定住者（Ｕ・Ｉ・Ｊターン）に対する不動産斡
旋

新規定住者（Ｕ・Ｉ・Ｊターン）に対する就業支援

高齢世帯に対する弁当や買い物のサービス

新産業創出・起業に対する支援

地域伝統産業の継承に対する支援

高齢者等に対する介護サービスの提供

伝統芸能・文化等の保全活動や、イベント開催
に対する支援

緊急時の情報伝達手段の整備支援

医師の確保支援及び巡回診療の支援

地域巡回バス（コミュニティバス）等の運行支
援

農林地・水路等の管理が困難になっている地
域に対する支援

溝さらい、道普請等の共同作業が困難になっ
ている地域に対する支援

154

44

118

0

13

39

52

24

205

107

32

3

8

30

34

36

14

22

3

0

8

6

3

53

42

15

0

7

4

22

53

30

67

6

14

9

25

15

45

55

6

0

11

19

12

70

19

38

4

6

25

21

9

87

73

7

0

9

10

12

57

15

94

3

0

7

25

3

46

42

4

0

9

11

15

30

12

26

3

3

12

20

9

34

40

11

0

0

3

3

82

37

97

4

20

18

71

35

109

78

12

9

10

25

22

0%

1
0%

2
0%

3
0%

4
0%

5
0%

6
0%

7
0%

8
0%

9
0%

10
0%

その他

ツーリズム等観光事業の支援

環境保全活動の支援

新規定住者（Ｕ・Ｉ・Ｊターン）に対する不動産斡旋

新規定住者（Ｕ・Ｉ・Ｊターン）に対する就業支援

高齢世帯に対する弁当や買い物のサービス

新産業創出・起業に対する支援

地域伝統産業の継承に対する支援

高齢者等に対する介護サービスの提供

伝統芸能・文化等の保全活動や、イベント開催に対す
る支援

緊急時の情報伝達手段の整備支援

医師の確保支援及び巡回診療の支援

地域巡回バス（コミュニティバス）等の運行支援

農林地・水路等の管理が困難になっている地域に対
する支援

溝さらい、道普請等の共同作業が困難になっている地
域に対する支援

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

・地域の存続・再生への取組を活動地（県別）でみると、福岡県と鹿児島県が全体的に他県と比較して多く
みられた。特に、「医師の確保支援及び巡回診療の支援」については、鹿児島県での取り組みが多くみら
れた。

・活動地（都市機能別都市分類）からみた地域の存続・再生への取組状況をみると、県別同様、その他の
市町村で、 「医師の確保支援及び巡回診療の支援」の取組が多くみられた。

■活動地（県別）からみた地域の存続・再生への取組状況 ■活動地（都市機能別都市分類）からみた地域の存続・再生への取
組状況

地域の存続・再生への取組状況【問７①】

基幹都市

拠点都市

生活中心都市

その他

0% 10 % 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n：アンケート回答ＮＰＯ法人数

0% 10 % 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n：アンケート回答ＮＰＯ法人数

n=528  （複数回答） ｎ=528  （複数回答）

２－１．ＮＰＯ法人の組織・活動
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■定住支援（人口動態）
・新規定住者（Ｕ・Ｉ・Ｊターン）に対する就業支援
・新規定住者（Ｕ・Ｉ・Ｊターン）に対する不動産斡旋

■国土保全・地域資源保全
・農林地・水路等の管理が困難になっている地域に対する支援
・環境保全活動の支援

■地域産業・経済振興
・地域伝統産業の継承に対する支援
・新産業創出・起業に対する支援

■生活サービス向上
・溝さらい、道普請等の共同作業が困難になっている地域に対する支援
・地域巡回バス（コミュニティバス）等の運行支援
・医師の確保支援及び巡回診療の支援
・緊急時の情報伝達手段の整備支援
・高齢者等に対する介護サービスの提供
・高齢世帯に対する弁当や買い物のサービス

■地域コミュニティ・交流
・伝統芸能・文化等の保全活動や、イベント開催に対する支援
・ツーリズム等観光事業の支援

■その他

■地域の存続・再生の取組みに関する分類

地域の存続・再生への取組状況【問7①】

n：アンケート回答ＮＰＯ法人数

111

48

254

58

117

18

0 50 100 150 200 250 300

その他

地域コミュニティ・交流

生活サービス向上

地域産業・経済振興

国土保全・地域資源保全

定住支援

団体数

■活動分類

・ NPO法人の施策を、 「定住支援（人口動態）」、「国土保全・地域資源保全」、「地域産業・経済振興」、
「生活サービス向上」、「地域コミュニティ・交流」、「その他」の6類型に分類すると、「生活サービス向上」に
分類される活動が254団体と最も多い。

n=528  （複数回答）

２－１．ＮＰＯ法人の組織・活動
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177

59

314

61

131

13

37

22

94

9

22

3

53

19

98

29

68

17

70

17

159

21

42

7

57

15

79

20

64

3

24

14

64

23

26

3

82

38

195

73

82

21
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1
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%

その他

地域コミュニティ・交流

生活サービス向上

地域産業・経済振興

国土保全・地域資源保全

定住支援
福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

・県別にみると、「地域産業・経済振興」と「定住支援」において、鹿児島県が73団体、21団体と最も多くみ

られた。また、都市機能別都市分類でみると、基幹都市や生活中心都市での取り組みが多い。

地域の存続再生に向けた取組と活動エリア【問7、問4 】

115

46

237

43

90

15

38

17

67

16

45

3

51

24

137

41

69

16

65

23

137

15

48

5
0%

1
0%

2
0%

3
0%

4
0%

5
0%

6
0%

7
0%

8
0%

9
0%

10
0%

その他

地域コミュニティ・交流

生活サービス向上

地域産業・経済振興

国土保全・地域資源保全

定住支援

基幹都市

拠点都市

生活中心都市

その他

n=528  （複数回答）

n=528  （複数回答）

0% 10 % 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0% 10 % 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n：アンケート回答ＮＰＯ法人数

■取組と活動エリア

■取組と都市機能別都市分類

２－１．ＮＰＯ法人の組織・活動



42

活動資金【問5】

n：アンケート回答ＮＰＯ法人数

79

103

115

204

258

323

0 50 100 150 200 250 300 350 400

その他

イベント等から収入を得ている

企業・個人などから基金を得ている

行政からの補助を受けている

事業から収入を得ている

会員から会費を得ている

■活動資金の確保

・「会員から会費を得ている」が 323団体と最も多く、次いで「事業から収入を得ている」 が 258団体となっ

た。

n=528 （複数回答）

２－１．ＮＰＯ法人の組織・活動
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情報発信【問6】

・多くのＮＰＯ法人が、何らかの手段で情報を発信しているが、「特に情報発信していない」団体も、82団体

みられた。

n：アンケート回答ＮＰＯ法人数

75

23

38

46

82

85

111

120

197

267

0 50 100 150 200 250 300

その他

メールマガジン等を配信している

フリーペーパーなどを配布している

ラジオ・ケーブルテレビなどから配信している

特に情報発信していない

行政の広報誌に定期的に紹介されている

看板などを設置している

地元新聞またはチラシに掲載している

ホームページ・ブログを独自に開設している

パンフレットや広報誌を発行している

■活動の際の情報発信
n=528 （複数回答）

２－１．ＮＰＯ法人の組織・活動
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地域の存続・再生の取組への課題等【問７②】

地域の存続・再生への取組みへの課題

94

32

36

53

90

101

0 20 40 60 80 100 120

その他

物資不足

行政支援

地域からの理解

人員確保

資金確保

n：アンケート回答ＮＰＯ法人数

■地域の存続・再生の取組への課題

・自由記述に基づく地域の存続・再生への取組における課題をみると、資金確保が101回答と最も多く、次
いで人員確保が90回答となった。

n=231 （複数回答）

２－２．地域の存続・再生の取組状況
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・資金確保に関して

活動資金の確保

人件費や交通費の資金確保

・人員確保に関して

担い手の確保とサービスを受ける利用者・参加者の確保

・地域からの理解ならびに行政支援に関して

地域・行政との円滑なコミュニケーションの必要性

・物資不足に関して

NPOの活動拠点となる場や施設、福祉車輌、里山保全に必要なトラックや苗木などの提供支援

・その他に関して

他のNPOや企業との連携

地域の存続・再生への取組への課題等【問７②】

・自由記述にあった地域の存続・再生への取組み課題の概要は、以下のことが挙げられた。

２－２．地域の存続・再生の取組状況
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地域の存続・再生への取組みの際に活用した地域資源【問７④】

11

8

17

20

21

22

23

24

27

50

0 10 20 30 40 50 60

その他

地域のイベント

農林体験メニュー

拠点施設・空家・廃校

文化・祭・芸能・信仰

生き物・植物

伝統的建造物・町並み・産業遺産・遺跡

人材・他の団体

特産品・食べ物

景勝地・農林地・海・川

n＝122 （自由回答）■地域の存続・再生への取組みの際活用した地域資源

n：アンケート回答ＮＰＯ法人数

・「景勝地・農林地・海・川」が50回答と最も多く、次いで「特産品・食べ物」が27回答となった。

２－２．地域の存続・再生の取組状況
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40.8%

37.8%

2.7%

14.3%
4.5%

すぐに参画する意志がある
すぐには無理だが、参画を検討する
参画する意志はない
わからない
その他

社会実験への参画意向等【問８・問９】

20

9

36

55

59

85

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

その他

定住促進

地域の産業・経済の向上

生活サービスの維持

国土保全・地域資源保全

地域コミュニティ・地域間交流の促進

■「すぐに参画する意思がある」と回答した団体の
企画提案の分野

n＝161 (自由回答)

(200団体)

(185団体)

(13団体)

(70団体)

(22団体)

ｎ=490（無回答38）

■社会実験への参画意向

n：アンケート回答ＮＰＯ法人数

n：アンケート回答ＮＰＯ法人数

・社会実験参画への意向をみると、「すぐに参画する意思がある」が40.8％、「すぐには無理だが、参画を
検討する」 は37.8％となった。

・「すぐに参画する意思がある」と回答した団体からの企画提案では、「地域コミュニティ・地域間交流の促
進」が85件と最も多い。

２－２．地域の存続・再生の取組状況




